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はじめに 

 総務省は、平成14年3月13日の情報通信審議会において、「情報通信技術の研究評価の在

り方について」の答申を受けた。この提言を踏まえ、総務省が行う情報通信分野の研究開

発についての評価の実施にあたっての基本原則（評価対象、評価方法、評価基準等）、評価

の諸手続き及びその他必要となる事項について定めたガイドラインとして、同年6月21日、

総務省情報通信研究評価実施指針（以下「本指針」という。）を定めた。 
  
 本指針は、平成13年11月28日策定※の「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（内閣総

理大臣決定）に基づくものであるが、その内容は、平成14年4月より施行された「行政機関

が行う政策の評価に関する法律」（平成13年法律第86号。以下「政策評価法」という。）及

び同法に基づき策定された「政策評価に関する基本方針」（平成13年12月28日閣議決定、 
平成17年12月16日改定）並びに「総務省政策評価基本計画」（平成14年3月27日総務省訓令

41号）との整合を図っており、政策評価の一環としての研究評価にも対応できるものであ

る。 
 平成16年4月には、独立行政法人情報通信研究機構（以下「ＮＩＣＴ」という。）が発足

することに伴って総務省の研究開発施策体系が再整理されたことや、研究開発の視点とし

て標準化及び知的財産戦略への対応が一層重要視されるようになったことなどを踏まえ、

評価対象や評価方法等を整理し直し、平成16年4月1日に本指針の第２版として改定した。 
 その後、第2期「総務省政策評価基本計画」（平成16年3月31日総務省訓令23号）期間中に

は、平成17年3月29日に「国の研究開発評価に関する大綱的指針」が改定※※されるとともに、

同年7月29日には情報通信審議会から「ユビキタスネット社会に向けた研究開発の在り方に

ついて」の答申が行われた。これらを踏まえ、本指針を第３版として改定した。 

そして、第3期「総務省政策評価基本計画」（平成19年11月26日総務省訓令60号）期間中

には、我が国の国際競争力を中長期的に強化するための技術戦略「我が国の国際競争力を

強化するためのＩＣＴ研究開発・標準化戦略」（平成20年6月27日情報通信審議会答申）の

策定や「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効

率的推進等に関する法律」の制定（平成20年6月11日法律第63号）、「国の研究開発評価に関

する大綱的指針」の改定（平成20年10月31日）がなされた。これらを踏まえ、より実効性

の高い研究開発評価への取り組みを強化するため、今般、本指針を第４版として、さらに

改定した。 

  
 今後も、総務省は本指針に基づき、総務省が実施する研究開発について柔軟かつ厳正な

評価が実施されるよう適切な措置を講じることとし、必要に応じて評価システムの運用を

見直して効果的・効率的な評価システムを確保する。 
 また、研究評価の実施状況や研究開発を取り巻く様々な状況変化に応じて、今後も本指
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針を適時・適切に改定し、公正で透明性が確保された研究評価が継続的に実施されるよう

努めることとする。 
 加えて、円滑な研究開発の推進のためには、評価に伴う過度の負担を回避することも重

要であることから、本指針では、評価の重複を防ぐため評価結果を広く活用できるよう留

意している。研究評価の実施に当たってはこの趣旨を十分に踏まえるものとする。 
 なお、ＮＩＣＴが実施する研究開発については、「独立行政法人通則法」（平成11年法律

第103号。以下「通則法」という。）に従って評価を実施している。 
 
※平成17年3月29日に「国の研究開発評価に関する大綱的指針」が改定されるとともに廃止 
※※平成20年10月31日に「国の研究開発評価に関する大綱的指針」が改定されるとともに廃止 
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第１章  研究評価の基本的考え方 

 
１． 研究評価の意義・目的 

 情報通信分野において、国際的水準に照らして優れた研究開発を効果的・効率的に推

進することが総務省の役割であるが、そのためには、 
① 研究開発をその評価の結果に基づく資源配分等を通じて次の段階の研究開発に連

続してつなげるなどにより、研究開発成果を効率的・迅速的に国民・社会へ還元

すること 
② 評価を適正かつ公正に行うことにより、研究者の創造性が十分に発揮されるよう

な、柔軟かつ競争的で開かれた研究開発環境の創出など、より良い政策・施策を

形成すること 
③ 研究開発の本質を踏まえた評価を行うことにより、研究開発をより良い方向へと

誘導するよう配慮するとともに、独創的で有望な優れた研究開発や研究者の発掘、

研究者の意欲の向上など、研究開発を効果的・効率的に推進すること 
④ 評価結果を積極的に公表し、優れた研究開発を社会に周知することにより、研究

開発に国費を投入していくことに関し、国民に対する説明責任を果たし、広く国

民の理解と支持を獲得すること 
⑤ 評価結果を適切に予算、人材等の資源配分に反映させることにより、研究開発を

重点的・効率的に実施すること 
が求められる。 

適正な評価の実施及び評価結果を資源配分へ反映させることを通じて、企画・立案、

実施、評価という循環過程（政策のマネジメント・サイクル）を確立して行くというこ

とが、研究開発評価の意義であり目的であることを十分に認識しなければならない。ま

た、評価は戦略的な意志決定を助ける手段であり、それ自体が目的ではないことも忘れ

てはならない。 
 

２． 本指針の適用範囲 

 本指針の適用範囲は、総務省所管として計上された予算を投じて実施される情報通信

及び電波の利用に関する技術の研究開発である。これらの研究開発について、①研究開

発施策、②研究開発課題、③研究開発機関及び④研究者の業績を対象として評価を行う。

（評価対象の詳細は第２章で述べる。） 
 ＮＩＣＴが実施する研究開発の評価は、通則法に基づき総務省独立行政法人評価委員

会が行うもの又はＮＩＣＴが自らの判断により行うものであるが、ＮＩＣＴにおける研

究開発が我が国の情報通信分野の研究開発の中で大きな役割を担っていることから、総
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務省として期待する方向性を明らかにするために、本指針において記述することとする。 
 なお、政策の企画・立案のためのデータ収集及び研究開発課題抽出を目的とする検討

等の調査研究については、研究開発とは見なさないものとして、本指針の適用外とする。 
 

３． 評価関係者及びその責務 

（1）評価実施主体 

評価実施主体とは、評価を実施する責任主体（評価結果の最終判断を行う者）を指し、

外部評価を導入する場合においても、あくまで評価結果についての責任は評価実施主体

が有する。 
総務省は、研究開発施策や研究開発課題の企画・立案・推進を行っているが、これら

の評価は各施策・課題の担当課が評価実施主体となって行い、評価書を作成する。その

際、研究者が高い目標に挑戦することなどを通じてその能力が十分発揮されるように促

し、研究開発の質の向上や効率化を図る。 
評価実施主体は、評価の実施に伴う作業負担により研究者が本来の研究開発活動のた

めの時間や労力を著しく費やすことのないよう留意しなければならない。また、同一の

研究開発が複数の評価の対象とされることが多いため、重複しないよう、関連機関とも

連携し、評価結果等の相互活用や評価方法の調整などを行い、全体として効果的・効率

的に運営する。 
 評価の手続き及び評価書の様式については別途定めるところによる。 
 ＮＩＣＴは、通則法に規定される中期目標に基づき研究開発を実施しており、通則法

に基づいて総務省独立行政法人評価委員会が評価実施主体となり中期計画の進捗や中期

目標の達成度を評価することになる。 
 

（2）評価者 

 評価者とは、研究開発施策、研究開発課題、研究開発機関、及び研究者の業績を評

価する者を指す。 
 評価者は評価に当たり、評価対象を正しく理解することに努めた上で、公平・公正

で厳正な評価を行うことを常に認識し、研究開発の実施に伴う研究者の責任を厳しく

問う姿勢を持つとともに、独創的で有望な優れた研究者や研究開発を発掘し又はさら

に伸ばしてより良いものとなるように、適切な助言を行う。 
 

（3）被評価者 

研究者等の被評価者とは、総務省所管として計上された予算を投じて実施される情報

通信及び電波の利用に関する技術の研究開発を実施又は推進する主体を指す。 
被評価者は国費による研究開発を行うに際し、研究開発課題等に積極的に挑戦し成

果が最終的には国民・社会に還元されるように図ること、研究開発の成果が出ない場
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合には評価を通じて課される説明責任や結果責任を重く受け止めること等、その責任

を十分に自覚することが極めて重要である。また、研究開発活動の一環として評価の

重要性を十分認識し、自らの係わる研究開発活動について評価者の正しい理解が得ら

れるように、十分かつ正確に説明又は情報提供をするなど、積極的に評価に協力しな

ければならない。 
 
４． 研究評価体制の構築 

（1）効果的・効率的な評価の実施 

実際の評価システムにおいては、施策・課題等に対する個々の評価が担う責任の範

囲の明確化と評価相互の有機的な連携・活用を図り、効率的な評価を行うように努め

るものとする。評価実施主体は、評価に伴う作業の負担をできるだけ軽減するために、

評価の重複を避け、既に行われた評価結果を活用したり、可能な範囲において簡略化

した評価を実施したりする等、評価目的や評価対象の内容に応じた適切な方法を採用

し、評価作業を効率的に行うことが必要である。なお、このような評価方法の簡略化

や変更を行う場合は、評価実施主体は変更の理由や変更の概要等を事前に明確にする

ものとする。 
また評価業務の効率化、研究開発における不必要な重複の回避、効果的・効率的な

研究開発の企画・立案等を図るため、評価実施主体は、研究開発課題ごとに研究者（エ

フォートを含む）、資金（制度、金額）、研究開発成果（論文・特許等）、評価者、評価

結果（評価意見等）を収録したデータベースを構築・管理し、それらを十分に活用す

るものとする。 
 

（2）評価実施体制の充実 

評価実施主体は、評価に必要な予算や人材等の資源を適宜確保して、世界的に高い

水準の評価を実施する体制を整備するよう努めることとする。評価にあたっては、評

価実施主体にも被評価者にも属さない者を評価者とする外部評価を積極的に活用する

ものとする。また、必要に応じて民間シンクタンクや学会等へ評価を委託するなど外

部の機関による第三者評価の活用も適宜検討するものとする。 
加えて、評価時だけでなく、評価実施主体と評価者及び被評価者が当該研究開発に

関して十分な意思疎通を図ることができる運営体制を整えるように努める。 
 

（3）評価人材の養成・確保 

評価実施主体は、若手を含む研究経験のある人材を適性に応じ一定期間配置するこ

と等により評価の実施体制の充実に努めるものとする。さらに、研究開発課題の評価

プロセスの適切な管理、質の高い評価、優れた研究の支援、申請課題の質の向上支援

等を行うために、研究経験のある人材を充てる。 
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また、競争的研究資金制度においては、研究開発課題の評価プロセスの適切な管理、

研究開発の質の向上の支援等を行うために、研究経験のある人材をプログラムディレ

クター、プログラムオフィサーとして充てるマネジメントシステムの構築を図る。 
また、研修やシンポジウム等を通じ、評価者としての人材の養成を図るとともに、

評価者や評価業務に携わる人材の中から、早い段階で優れた研究開発を見出して発展

させることのできる人材の養成・確保に努める。 
 

（4）評価の国際的な水準の向上 
経済社会のグローバル化が進展する中で、国費を用いて実施される研究開発におい

ては、我が国における科学の国際的な水準の向上、産業等の国際競争力の強化、地球

規模の課題解決のための国際協力の推進など、国際的視点からの取り組みが重要とな

っている。このような研究開発の国際化のための対応に伴い、評価項目に国際的なベ

ンチマーク等を積極的に取り入れる、必要に応じて評価者としての海外の専門家を参

加させるなど、研究開発評価に関しても、実施体制や実施方法などの全般にわたり、

評価が国際的にも高い水準で実施されるよう取り組んでいく必要がある。 
 

 
５．その他評価にあたって留意すべき事項 

（1）弾力的な評価の実施 

研究開発の目的、内容や性格（基礎研究、応用研究、開発研究等）によって、望ましい

研究開発のプロセスや目指すべき研究開発成果の内容もそれぞれ異なってくる。従って、

これら研究開発の目的、内容等に応じて、適切な評価の観点を設ける等、柔軟に研究評価

を実施することが望ましい。 

新しい知の創出が期待される基礎研究等については、主に独創性、革新性、先導性等を

重視する必要がある一方、その成果は必ずしも短期間のうちに目に見えるような形で現れ

てくるとは限らず、長い年月を経て予想外の発展を導くものも少なからずある。このため、

画一的・短期的な観点から性急に成果を期待するような評価に陥ることのないよう評価実

施主体及び評価者は十分に留意しなければならない。 

 

（2）エフォート制度の導入 

適切な資源配分を実行するためには、特定の研究者への研究費の過度な集中を防ぎ、効

果的な研究開発の推進を図る必要がある。そのため、研究代表者及び研究分担者のエフォ

ートを明らかにし、競争的研究資金による課題等における採択評価の際に活用する。 

 

（3）評価者に対する評価内容の守秘の徹底 

評価過程において評価者が知りうる公募申請者のアイデアや機密事項が不正に漏洩する
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ことのないよう、評価実施主体は評価者に対し評価内容の守秘の徹底を図る。 

 

（4）評価情報の国民への積極的な配信 

研究開発評価の公正さと透明性を確保し、また研究開発の成果や評価結果が社会や産業

において広く活用されるよう、評価を実施した主体はその実施した評価の結果を国民に積

極的に公表する。また評価の結論だけではなく、研究開発に係わる発表会や公開実験を企

画開催するなど、成果を広く公表する機会を設け、国民に対する説明責任を果たすよう努

める。 
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第２章 評価対象別の評価手続き 

１．研究開発施策の評価 

（1）評価の目的 
国の政策は、一般的に階層的な体系になっており、総務省の研究開発施策においても、

情報通信分野における研究開発戦略やそれに基づく個々の研究開発課題及び競争的研究資

金制度等からなる体系により、推進を行っている。研究開発施策の評価は、総務省が、こ

のような施策、制度等を対象として、目標が設定された施策ごとに評価を実施することに

より、計画の見直しや新たな施策の策定等に反映することを目的とする。 
 

（2）評価対象 

研究開発施策とは、研究開発を実施・推進する基本方針等に該当する「戦略」と、研究

開発を実施・推進するための手段である「制度」に概念上整理できる。戦略については研

究開発の推進に関する方針を、制度については次に掲げる資金等に属する各研究開発制度

を、それぞれ評価の対象とする。 
 

ア 競争的研究資金（課題公募型） 

 総務省が設定した特定の領域や目的に沿って研究開発課題を公募し、複数の候補

の中から優れた課題を競争的に採択し、採択した課題を提案者に委託して実施する

もの。 

 

イ 重点的研究資金（課題指定型） 

 総務省が重点的に実施すべきとして設定した研究開発課題について、民間企業、

公設試験研究機関、大学等の機関から提案書を公募し、複数の候補の中から優れた

提案を競争的に採択し、採択した機関に委託して実施するもの。 

 

ウ 重点的研究資金（独立行政法人委託型） 

 総務省が重点的に実施すべきとして設定した研究開発課題について、ＮＩＣＴ等

の独立行政法人に委託して実施するもの。 

 

エ 助成金 

 総務省が設定した特定の目的に沿って、一定の条件を満たす応募者に対して助成

金を交付するもの。 

 

オ その他の研究開発支援（施設整備等） 

 研究開発を直接実施するものではないが、研究者の交流支援や研究開発に資する
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施設整備等により、間接的に研究開発を支援するもの。 
 

 なお、ＮＩＣＴに対する運営費交付金により実施される研究開発については、通則法

に基づく評価が実施されることになる。 
 
研究開発戦略については、既存のものとしては「我が国の国際競争力を強化するための

ＩＣＴ研究開発・標準化戦略」（平成 20 年 6 月 27 日情報通信審議会答申）等が該当する

が、その内容は情報通信審議会で直接審議されるものであり、評価対象としては馴染まな

いことから、対象外とする。 
 

（3）評価者の選任 

外部評価又は第三者評価を実施する場合、評価者は、原則として当該研究開発分野

に精通している等、十分な評価能力を有する外部専門家から選任する。また、特に大

規模なプロジェクト及び社会的関心の高い研究開発課題の評価においては、研究開発

を取り巻く諸情勢に関する幅広い視野を評価に取り入れ、社会経済のニーズを適切に

評価に反映させるため、研究開発の性格や目的に応じて、産業界や人文・社会科学の

人材等の外部有識者を適宜、評価者に加えることが必要である。 
さらに、国際的な水準での評価を行うために、評価項目に国際的なベンチマーク等

を積極的に取り入れる、必要に応じて海外の研究者に評価への参画を求めることなど

も検討する。 
あわせて、評価の客観性や多様性を十分に保つため、例えば年齢、所属機関、性別

等バランスについて配慮し、評価者を選任するよう評価実施主体は努めなければなら

ない。加えて、評価が硬直化することのないよう、評価者については、ある一定の明

確な在任期間を設ける。 
なお、外部評価においては、原則として評価者に利害関係者が加わらないよう、評

価実施主体は適切な措置を講じなければならないが、先導的な分野等では専門家が少

なく評価者から利害関係者を完全に排除することが困難な場合もある。このような場

合でも、可能な限り客観的な評価が行われるよう、人選に細心の注意を払う。 
 

（4）評価の実施時期 

研究開発施策の企画・立案にあたり、事前評価を実施する。事前評価は、研究開発施

策の有する目的を明確にするとともに、当該目的に即した達成目標を設定することによ

り、施策の実施・推進の判断を行う。 
また、3 年から 5 年程度の期間を一つの目安として、定期的に継続評価を実施する。継

続評価により、効率的な制度運用がなされているか、有効性が保たれているかを確認し、

評価結果を継続の可否を含めた制度の見直しに反映させる。 



 

 10 

当初から終了年度を定めている研究開発施策については、その終了後に、当該期間を

通して得られた成果について終了評価を実施する。当初から終了年度を定めていない場

合は、必要に応じて終了後に実施する。後者の場合、終了の決定が継続評価において廃

止すべきという結果が得られたことを受けたものであるときには、既に一定の評価が成

されていることから、これを終了評価に代えるものとする。 
 

（5）評価の観点 

① 政策評価法及び大綱的指針に基づく観点 

評価は、「必要性」、「効率性」、「有効性」の３つ観点から主に行う。 

また、評価を通じて研究開発の前進や質の向上が図られることが重要であることから、

評価が必要以上に管理的にならないようにすることや研究者の挑戦意欲を萎縮させな

いためにも研究者が挑戦した課題の困難性も勘案して評価することが重要である。 

 

ア 必要性の観点 

 一次的には、研究開発施策がその目的や内容について、科学技術の向上（独創

性、革新性、先導性等）、ベンチャー企業による新規産業創出など産業・経済活動

の活性化、安全性・安心・信頼性の向上、利便性・福祉の向上、教育・人材育成、

国際貢献等の、国として実施すべき政策目的の中から何を有しているかという目

的の妥当性・戦略性の観点から評価する。 

 二次的には、緊急に取りかかるべきかという優先性、民間では実施不可能もし

くは民間で実施可能でも国家として戦略的に実施する方が明らかに効率的である

か又は上位計画との整合性があるかという国家関与の妥当性の観点から評価する。 

 

イ 効率性の観点 

 研究開発の進捗状況を踏まえた、研究開発の計画・実施体制（例えば、目標・

達成管理、費用構造、費用対効果、手段やアプローチ等）についての妥当性の観

点から評価する。 

 

ウ 有効性の観点 

 必要性の観点において設定された政策目的に対して、研究開発実施前の段階に

おいてはどの程度の達成目標をたてるか、又は研究開発の途中や終了時において

はその目標がどの程度達成でき、当初の政策目的にどのように寄与したかという

成果についての妥当性の観点から評価する。 

 

 評価は、対象となる研究開発の国際的水準に照らして行うべきであり、科学技術

の急速な進展や、社会や経済の大きな情勢変化に応じて、評価の項目や基準等を適
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宜見直し柔軟に対応することが必要である。 

 さらに、研究者が社会との関わりについて常に高い関心を持ちながら研究開発に

取り組むことが重要であることから、研究開発活動によっては、科学技術的な面だ

けでなく、人文・社会科学的な面も盛り込むよう留意する。 

 

② 情報通信分野において特に留意すべき観点 

 ①で掲げた観点に加え、情報通信技術の特性を踏まえ、情報通信分野の研究評価

においては次の観点についても特に留意するものとする。 

 

ア 標準化・相互接続性の観点 

 研究開発成果が実用化されるだけではなく、広く社会で利用されることにより、

ユーザの利便性が向上し、情報通信分野の発展及び産業競争力強化に貢献するこ

とができる。そのため、世界市場を見据えた将来的な国際標準の獲得や相互接続

性の確保のために、国際レベルでの戦略的な取り組みが行われているかという観

点から評価する。 

 

イ 知的財産に関する取り組みの観点 

 研究開発成果を、知的財産として取得し有効に活用することが、経済の活性化

と持続的発展につながる。そこで特許権の取得等の知的財産権の創造だけでなく、

ライセンス等の活用までふくめた総合的な知的財産権に関する取り組みが行われ

ているかという観点から評価する。 

 

ウ 急速な技術革新への対応の観点 

 情報通信技術の進歩は非常に急激であることから、研究開発成果が得られる時

点での情報通信技術の水準を見越した研究目標の設定等、研究開発の実施中に内

容が陳腐化しないための配慮がなされているかという観点から評価する。 

 

エ 社会的インパクトの大きさの観点 

 社会の基盤的なインフラとして社会経済の構造から生活・文化の様式までを一

変させる影響力を有している点を踏まえ、社会に与えるインパクトを考慮した、

公共性、安全性、信頼性等の観点から評価する。 
 

（6）評価方法 

研究開発戦略の評価にあたっては、事前評価、継続評価ともに、審議会等の外部機関

を活用して外部評価を実施するとともに、必要に応じてパブリックコメントを実施する。 
研究開発制度の事前評価は、制度の推進主体自らによる内部評価とともに、必要に応
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じて外部評価も活用する。継続評価にあたっては、研究開発制度の中で実施している個々

の研究開発課題の終了評価の結果等を総括し、目標の達成状況、今後の発展見込み等の

自己点検を行い、外部評価により評価する。 
 

（7）評価基準 

 研究開発には優れた成果を生み出していくことが求められるため、成果の水準を示

す質を重視して評価を行う。評価にあたっては、研究分野ごとの特性等に配慮しつつ、

評価の客観性及び透明性を確保する観点から、質を示す定量的な評価指標の検討を進

め、具体的な指標・数値による評価基準を可能な限り活用する。 

 例えば、あらかじめ設定した定量的な目標の達成度、公表された論文数や論文の被

引用度、特許や研究開発成果の活用状況などに関する数量的指標には研究開発成果の

有効性を計る指標として一定の客観性があり、評価のための基礎データとして活用す

ることができる。 

 また、評価基準の設定に当たっては、研究目的に対応した多角的な評価を行うこと

ができるよう、次の観点について特に留意するものとする。 

 

 

ア．研究成果を活用するニーズ側からの評価 

国費を使用して行われる研究開発は、社会の発展や国民生活の質の向上に資するも

のでなければならず、研究評価を実施するにあたっては、学術的な視点に立ったシー

ズ側からの評価に偏重することなく、研究開発制度や研究目的によって違いはあるが、

研究成果を活用するニーズ側からの評価を行うことが重要である。そのため、例えば、

研究開発内容をＰＲする取り組みや、第３者の意見をオープンに取り入れる研究開発

実施体制の整備、産業化や実用化に向けて関係者を広範に募った実証実験の実施状況

等を考慮に入れた評価を行うことが重要である。 

 

イ．制度や目的に応じた指標による評価 

すべての研究開発を一律的に同じ指標で評価するのではなく、研究開発制度や研究

目的によって、成果目標に応じた指標を設け、柔軟に評価を行うことが必要である。

その際、なるべく客観的な評価となるように成果目標の可視化に努めることが重要で

ある。 

  

ウ．数値評価指標に捉われない評価 

研究者の自由な発想に基づく基礎研究のように、定量的な評価指標の適用が本質的に

困難な場合があることにも留意する必要がある。このような場合には、可能な限り客

観的な情報・データ等を活用するとともに、外部専門家や外部有識者等の知見を活用
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し、総合的に判断することとする。 

 
（8）評価結果の取り扱い 

① 評価結果の反映 

研究開発施策に関する事前評価の結果は、その研究開発戦略の策定や研究開発制度

の設計に反映させる。また、研究開発戦略に関する継続評価の結果は次期の研究開発

戦略の策定に、研究開発制度に関する継続評価の結果はその研究開発制度の見直しや

運用改善に反映させる。 

  

② 研究開発成果や評価結果等の公表 

 評価実施主体は、個人情報や企業秘密の保護、国家安全保障、知的財産権の取得状

況等に十分配慮した上で、インターネットの活用により、研究開発成果や評価結果を

分かりやすい形で国民に積極的に公表しなければならない。評価結果の公表の際には、

必要な場合には、併せてその反映状況又は反映方針を公表するものとする。また、評

価に対する評価者の責任を明確にするために、評価実施後、適切な時期に評価者名を

公表する。 

なお、研究評価において評価実施主体は研究者の個人情報を取り扱うことになるため、

その手続きに際しては「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成15年

法律第58号）を遵守するものとする。 

 

 
２．研究開発課題の評価 

（1）評価の目的 

研究開発課題は、具体的に研究開発を行う個別の実施単位であり、総務省が定めた明

確な目的や目標に沿って実施されるもの、競争的資金制度等に提案された複数の候補の

中から優れたものが採択され実施されるもの等である。 

研究開発課題の評価は、その研究開発の性格（基礎研究、応用研究、開発研究等）や

分野、その目的、政策上の位置付け、規模等に応じて、評価の目的や評価結果の活用の

仕方、項目・基準等を的確に設定し、また、必要となる評価実施体制等を整備して、評

価を実施する。 

 

（2）評価対象 

１．（２）のア～エに属する各研究開発制度（以下、それぞれ「競争的研究資金制度」

「重点的研究資金制度（課題指定型）」「重点的研究資金制度（独法委託型）」「助成金制

度」という。）により実施される個々の研究開発課題を評価の対象とする。 
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（3）評価者の選任 

研究開発課題の評価は、原則として外部の専門家等を評価者とする外部評価により実施

する。評価者は、原則として当該研究開発分野に精通している等、十分な評価能力を

有する外部専門家から選任する。また、大規模なプロジェクト及び社会的関心の高い

研究開発課題の評価においては、研究開発を取り巻く諸情勢に関する幅広い視野を評

価に取り入れるために、外部有識者を評価者として適宜加える。 
また、社会経済のニーズを適切に評価に反映させるため、研究開発の性格や目的に

応じて、産業界や人文・社会科学の人材等を適宜、評価者に加えることが必要である。

加えて、国際的な水準での評価を行うために、必要に応じて海外の研究者に評価への

参画を求めることなども検討する。 
さらに、評価実施主体は、評価の客観性や多様性を十分に保つため、例えば年齢、

所属機関、性別等バランスについて配慮し、評価者を選任するよう努めなければなら

ない。加えて、評価が硬直化することのないよう、評価者については、ある一定の明

確な在任期間を設ける。 
なお、外部評価においては、原則として評価者に利害関係者が加わらないよう、評

価実施主体は適切な措置を講じなければならないが、先導的な分野等では専門家が少

なく評価者から利害関係者を完全に排除することが困難な場合もある。このような場

合でも、可能な限り客観的な評価が行われるよう、人選に細心の注意を払う。 
 

（4）評価の実施時期 

研究開発課題については、原則として次に掲げる５つの時期において評価を実施する。 
 
(a)事前評価 

研究開発課題の企画・立案にあたり、事前評価を実施する。研究開発施策の有する

目的を明確にするとともに、当該目的に即した達成目標を設定することにより、施策

の実施・推進の判断を行う。 
 
(b)採択評価 

競争的研究資金制度における応募課題の採択や重点的研究資金制度（課題指定型）

における委託先の選定の際に実施する。 
 
(c)継続評価及び中間評価 
毎年度の契約更新に当たり、既に実施中の研究開発課題について、研究開発の実施状

況が適切であるか否かを確認するとともに、次年度の実施計画案等が効率的なものか

否かを評価し、引き続き同一の研究開発機関に委託することが妥当か否かを判断する

ために、年度内評価を実施する。 
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５年以上の研究開発期間を有するか、その定めがないものについては、３年程度を目

安として定期的に、社会的・技術的な動向の変化等を考慮して当該研究開発課題を引

き続き実施することが妥当か否かを判断するために「中間評価」を重点的に実施する

ものとする。 

 
(d)終了評価 

研究開発課題については、一定期間の終了後に、当該期間において実施された内容

等について、主に当初設定した目標の達成度を評価するため、終了評価を実施する。

終了評価は、その成果等を次の研究開発課題に切れ目なくつなげていくために必要な

場合は、研究開発期間の終了前に実施する。また、当該評価時には、継続評価の結果

を活用するよう努めることとする。 
この場合、当該評価結果を次の研究開発の事前評価に活用する等、評価の効率的な

実施に努める。 
 
(e)追跡評価 

研究開発終了後一定の期間を経過してから、研究開発の直接の成果（アウトプット）

から生み出された効果・効用（アウトカム）や波及効果（インパクト）等を確認する

ことも有益であるため、学会や海外における評価や関連特許、技術移転等の実用化に

関する状況を調査し、活用状況等を把握する。この調査結果を踏まえ、研究開発成果

の展開状況や過去の評価の妥当性等を評価する追跡評価を実施する。 
追跡評価を実施する必要性の有無は、終了評価の際に判断する。 

 
なお、(a)～(e) の評価を行うに際には、後の段階の評価では前の段階の評価結果を活用

し、あるいはチェックする等、時系列的にも有機的に連携して行うことによって、評価

に連続性と一貫性をもたせるように留意する。 
 

（5）評価の観点 

① 政策評価法及び大綱的指針に基づく観点 

評価は、「必要性」、「効率性」、「有効性」の３つ観点から主に行う。 

また、評価を通じて研究開発の前進や質の向上が図られることが重要であることから、

評価が必要以上に管理的にならないようにすることや研究者の挑戦意欲を萎縮させな

いためにも研究者が挑戦した課題の困難性も勘案して評価することが重要である。 

 

ア 必要性の観点 

 一次的には、研究開発課題がその目的や内容について、科学技術の向上（独創

性、革新性、先導性等）、ベンチャー企業による新規産業創出など産業・経済活動



 

 16 

の活性化、安全性・安心・信頼性の向上、利便性・福祉の向上、教育・人材育成、

国際貢献等の、国として実施すべき政策目的の中から何を有しているかという目

的の妥当性・戦略性の観点から評価する。 

 二次的には、緊急に取りかかるべきかという優先性、民間では実施不可能もし

くは民間で実施可能でも国家として戦略的に実施する方が明らかに効率的である

か又は上位計画との整合性があるかという国家関与の妥当性の観点から評価する。 

 

イ 効率性の観点 

 研究開発の進捗状況を踏まえた、研究開発の計画・実施体制（例えば、目標・

達成管理、費用構造、費用対効果、手段やアプローチ等）についての妥当性の観

点から評価する。 

 

ウ 有効性の観点 

 必要性の観点において設定された政策目的に対して、研究開発実施前の段階で

どの程度の達成目標をたてるか、又は研究開発の途中や終了時においてその目標

がどの程度達成でき、当初の政策目的にどのように寄与したかという成果につい

ての妥当性の観点から評価する。 

 

 評価は、対象となる研究開発の国際的水準に照らして行うべきであり、科学技術

の急速な進展や、社会や経済の大きな情勢変化に応じて、評価の項目や基準等を適

宜見直し柔軟に対応することが必要である。 

 さらに、研究者が社会との関わりについて常に高い関心を持ちながら研究開発に

取り組むことが重要であることから、研究開発活動によっては、科学技術的な面だ

けでなく、人文・社会科学的な面も盛り込むよう留意する。 

 

② 情報通信分野において特に留意すべき観点 

 ①で掲げた観点に加え、情報通信技術の特性を踏まえ、情報通信分野の研究評価

においては次の観点についても特に留意するものとする。 

 

ア 標準化・相互接続性の観点 

 研究開発成果が実用化されるだけではなく、広く社会で利用されることにより、

ユーザの利便性が向上し、情報通信分野の発展及び産業競争力強化に貢献するこ

とができる。そのため、世界市場を見据えた将来的な国際標準の獲得や相互接続

性の確保のために、国際レベルでの戦略的な取り組みが行われているかという観

点から評価する。 
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イ 知的財産に関する取り組みの観点 

 研究開発成果を、知的財産として取得し有効に活用することが、経済の活性化

と持続的発展につながる。そこで特許権の取得等の知的財産権の創造だけでなく、

ライセンス等の活用までふくめた総合的な知的財産権に関する取り組みが行われ

ているかという観点から評価する。 

 

ウ 急速な技術革新への対応の観点 

 情報通信技術の進歩は非常に急激であることから、研究開発成果が得られる時

点での情報通信技術の水準を見越した研究目標の設定等、研究開発の実施中に内

容が陳腐化しないための配慮がなされているかという観点から評価する。 

 

エ 社会的インパクトの大きさの観点 

 社会の基盤的なインフラとして社会経済の構造から生活・文化の様式までを一

変させる影響力を有している点を踏まえ、社会に与えるインパクトを考慮した、

公共性、安全性、信頼性等の観点から評価する。 
 

（6）評価方法 

① 競争的研究資金制度による課題 

 競争的研究資金制度における採択評価では、制度によって目的等が異なることから、

その性質に応じた評価方法を適宜採用する。特に、研究者の自由な発想に基づく基礎

研究では、優れた専門研究者による評価（ピアレビュー）を活用する。また、ピアレ

ビューによる専門的視野からの一次審査と評価委員会による総合的視野からの二次審

査を組み合わせた２段階評価の実施や、観点に応じた評価方法の使い分け（科学的・

技術的な観点と社会的・経済的な観点との使い分け等）など、評価の効率的・効果的

な実施が求められる。 
 評価に当たっては、少数意見も尊重し、斬新な発想や創造性等を見過ごさないよう

十分に配慮するとともに、これまでに応募実績のない者や少ない者（若手研究者、産

業界の研究者等）が不当に低い評価を受けないよう、各研究開発制度の趣旨も踏まえ

た上で、研究内容や計画に重点を置いて的確に評価し、研究開発の機会が与えられる

よう十分配慮する。また、グループ研究の場合は、参画研究者の役割分担、実施体制、

責任体制の明確さ（研究代表者の責任を含む）についても評価するものとする。 
 継続評価としては、毎年度の契約更新に当たり、引き続き同一の研究開発機関と契

約することの妥当性を判断する評価を実施する。 
 終了評価として、毎年度終了後に１年間の研究開発成果を評価するとともに、研究

開発終了後に研究開発期間を通しての終了評価を実施するものとする。これらについ

ては、政策評価法に基づいて実績評価方式により行われる研究開発関連政策の事後評
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価の基礎資料となることに留意する。 
 各評価の具体的な方法については、個別に定めることとする。 
 

表－１ 競争的研究資金制度による課題の評価について 
 評価実施主体 評価者 主な評価の観点 評価結果の反映 

事前評価 

（企画・立案時） 

（競争的資金制度の場合、課題の企画・立案は応募に対する提案者の発意によるも

のであるので、事前評価は要しない。） 

採択評価 

（課題採択時） 

総務省 外部専門家によ

る外部評価（ピ

アレビュー等を

必要に応じて活

用） 

・有効性の観点（達成目

標の明確化） 
・効率性の観点（研究計

画、体制、費用対効果） 
・標準化・相互接続性の

観点 
・知的財産に関する取り

組みの観点 

・課題の採択 
・研究費の配分 
・研究計画案の修

正 

継続評価 

（契約更新時） 
※研究開発期間

が５年以上又は

定めがない場合

は、３年目が終

了する際に中間

評価を重点的に

実施する。 

総務省 外部専門家によ

る外部評価 
・有効性の観点 
・効率性の観点（進捗状

況を基に、研究計画、体

制の効率性） 
 
※中間評価では、以下の

観点も含め、重点的に実

施。 
・標準化・相互接続性の

観点 
・知的財産に関する取り

組みの観点 

・契約の継続・終

了 
・研究計画・体制

の見直し 
・研究費の変更 
（増・減・中止） 

終了評価 

（研究開発終了

時） 

 

 

 

 

 

 

総務省 
 
 
 
 
 
 
 
 

外部専門家によ

る外部評価 
 
 
 
 
 
 
 

・有効性（採択評価時に

申請された目標に対する

最終的な達成度） 
・標準化・相互接続性の

観点 
・知的財産に関する取り

組みの観点 
・追跡評価実施の必要性

の判断 
 

・施策（戦略と制

度）の見直し 
 
※追跡評価実施と

した場合、その時

期や追跡する指標

等も設定する。 

追跡評価 

（研究開発終了

から一定期間経

過後） 

総務省 外部専門家によ

る外部評価 
・過去の評価の妥当性 
・有効性（効果の発現、

波及効果） 

・施策（戦略と制

度）の見直し 

 
 



 

 19 

② 重点的研究資金制度（課題指定型）による課題 

 事前評価としては、予算要求時及び執行段階において新規に基本計画書（委託する

技術課題等を記載したもの）を作成する際に評価を実施する。評価に当たっては、そ

の客観性を確保するため、外部専門家等の知見を活用するものとする。 
 委託先を決定する採択評価においては、科学技術の進展、社会や経済の情勢の変化

により、評価の項目・基準等が変わることに留意する。特に応用研究、開発研究等に

ついては、社会的・経済的な観点からの評価を重視する。なお、国家的な大規模プロ

ジェクトについては、責任体制の明確さ（研究代表者の責任を含む）、費用対効果等を

含めて、特に厳正に評価する。また、国民の理解を得るために、インターネット等を

通じて早い段階からその内容や計画等を社会に公表し、必要に応じて国民の意見を評

価に反映させるよう努める。 
 各評価の具体的な方法については、個別に定めることとし、競争的研究資金制度と

の整合を図る。 
 

③ 重点的研究資金（独法委託型）による課題 

 委託先の公募を行わないため採択評価は要しないが、その他については基本的に重

点的研究資金制度（課題指定型）と同様の評価を実施する。 
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表－２ 重点的研究資金制度（課題指定型／独法委託型）による課題の評価について 
 評価実施主体 評価者 主な評価の観点 評価結果の反映 

事前評価 

（企画・立案時

／概算要求時） 

総務省 外部専門家によ

る外部評価 
・必要性の観点（政策目標の

明確化） 
・有効性の観点（達成目標の

明確化） 
・施策との整合性 

・予算要求、予算執

行 

事前評価 

（企画・立案時

／基本計画書作

成時） 

総務省 外部専門家によ

る外部評価 
・基本計画書の内容の公正性

の観点 
・基本計画書の作成 

採択評価 

（委託先選定

時） 
※独法委託型の

場合は、採択評

価は要しない。 

総務省 外部専門家によ

る外部評価 
・効率性の観点（研究計画、

体制、費用対効果） 
・標準化・相互接続性の観点 
・知的財産に関する取り組み

の観点 

・委託先の決定 
・研究費の配分 
・研究計画案の修正 

継続評価 

（契約更新時） 
※研究開発期間

が５年以上又は

定めがない場合

は、３年目が終

了する際に中間

評価を重点的に

実施する。 
 
 

総務省 外部専門家によ

る外部評価 
・有効性の観点 
・効率性の観点（進捗状況を

基に、研究計画、体制の効率

性） 
 
※中間評価では、以下の観点

も含め、重点的に実施。 
・標準化・相互接続性の観点 
・知的財産に関する取り組み

の観点 

・契約の継続・終了 
・研究計画・体制の

見直し 
・研究費の変更 
（増・減・中止） 

終了評価 

（研究開発終了

時） 
 
 

総務省 外部専門家によ

る外部評価 
・有効性（採択評価時に申請

された目標に対する最終的な

達成度） 
・標準化・相互接続性の観点 
・知的財産に関する取り組み

の観点 
・追跡評価実施の必要性の判

断 

・施策（戦略と制度）

の見直し 
※追跡評価実施とし

た場合、その時期や

追跡する指標等も設

定する。 

 

追跡評価 

（研究開発終了

から一定期間経

過後） 

 
総務省） 

 
外部専門家によ

る外部評価 

 
・過去の評価の妥当性 
・有効性（効果の発現、波及

効果） 

 
・施策（戦略と制度）

の見直し 
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④ 助成金制度による課題 

 交付先の決定の際には、制度の目的に合致しているかを十分検討の上、適切な配分

を行う。 
 制度が硬直化しないよう、研究開発課題の事後評価を適切に実施の上、制度に反映

することとする。 
なお、助成金の交付は単年度の研究開発内容を対象としており、研究開発期間が複数

年に渡るものについて２年目以降に交付申請を行った場合でも新規と同様に審査が行

われる。従って、継続評価という概念はない。 
 

表－３ 助成金制度による課題の評価について 

 評価実施主体 評価者 主な評価の観点 評価結果の反映 

事前評価 
（企画・立案時） 

（助成金制度の場合、課題の企画・立案は助成申請者の発意によるものであるので、課

題の事前評価は要しない。） 

採択評価 
（交付先決定時） 

配分機関 外部専門家による

外部評価 
・有効性の観点（達成目標の

明確化） 
・効率性の観点（研究計画、

体制、費用対効果） 
・標準化・相互接続性の観点 
・知的財産に関する取り組み

の観点 

・交付先の決定 
・研究費の配分 

継続評価 （助成金制度の場合、交付対象は単年度の実施内容であるため、継続評価は要しない。） 

終了評価 

（研究開発終了時） 

配分機関 外部専門家による

外部評価 
・有効性（採択評価時に申請

された目標に対する達成度） 
・標準化・相互接続性の観点 
・知的財産に関する取り組み

の観点 
 
※研究開発終了時の事後評価

では、追跡評価実施の必要性

の判断も行う。 

・施策（戦略と

制度）の見直し 
 
※追跡評価実施

とした場合、そ

の時期や追跡す

る指標等も設定

する。 

追跡評価 
（課題の研究終了後

一定期間が経過した

時点） 

配分機関 外部専門家による

外部評価 
・過去の評価の妥当性 
・有効性（効果の発現、波及

効果） 

・施策（戦略と

制度）の見直し 

 
なお、①～④において、必要に応じて、評価への被評価者の主体的な取組を促進し、ま

た、評価の効率的な実施を推進するため、被評価者が自らの研究開発の計画段階におい

て具体的かつ明確な目標とその達成状況の判定指標等を明示し、研究開発の開始後には

目標達成状況、今後の発展見込み等の自己点検を行い、評価者はその内容の確認等を行

うことにより評価を実施する。 
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（7）評価結果の取り扱い 

① 評価結果の活用 

 前項に示すとおり、評価実施主体が得た評価結果について、それぞれの目的に応じ

て予算・人材等の資源配分、研究計画や研究体制の見直し、運営の改善等に反映させ

る。 
② 研究開発成果や評価結果等の公表 

 評価実施主体は、個人情報や企業秘密の保護、国家安全保障、知的財産権の取得状

況等に十分配慮した上で、インターネットを活用する等して、研究開発成果や評価結

果を分かりやすい形で国民に積極的に公表しなければならない。評価結果の公表の際

には、必要な場合には、併せてその反映状況又は反映方針を公表するものとする。 

 また、評価に対する評価者の責任を明確にするために、評価実施後、適切な時期に

評価者名を公表する。ただし、研究開発課題の評価の場合、公正な評価を担保するた

め、個々の課題に対する評価者が特定されないよう、十分に配慮する。 

なお、研究評価において評価実施主体は研究者の個人情報を取り扱うことになるため、

その手続きに際しては「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年

法律第58号）」を遵守するものとする。 

③ 評価結果の被評価者への開示 

 研究評価の公正さと透明性を確保するため、評価実施後、被評価者から請求があっ

た場合には、評価実施主体は評価結果（評価者の意見・コメント等を含む）を当該被

評価者に対して開示するものとする。 

 また、評価実施主体は、被評価者が評価結果に対して意見を述べることができる仕組

みを整備するものとする。 
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３．研究開発機関等の評価 

 

研究開発機関等の評価は、その期間の長が、その設置目的や中期目標等に即して、機

関運営と研究開発の実施・推進の面から自ら評価を実施する。 
 ＮＩＣＴについては、通則法第35条に基づく評価（中期目標の期間の終了時において、

当該独立行政法人の業務を継続させる必要性、組織の在り方その他その組織及び業務の

全般にわたる検討を独立行政法人評価委員会が実施）を機関評価に相当するものとして、

実施する。 
 

 
４．研究者等の業績の評価 

 
研究開発課題に従事しようとする又は従事している研究者の業績について、当該研究

者が所属する各研究開発機関の長が整備するルールに従って評価を実施する。その際、

研究者には多様な能力や適性があることに十分配慮し、研究開発に加え、研究開発の企

画・管理や評価活動、人材育成、社会への貢献等の関連する活動に着目し、量よりも質

を評価する。研究者の実績の評価においても、研究者の意欲を最大限に発揮させるため、

優れた評価結果を受けた研究者については、その処遇に適切に反映させることが望まし

い。研究者の業績評価における評価結果の被評価者への開示については、所属する機関

の長が個別に定める規定に従う。 
 ＮＩＣＴにおいては、理事長はＮＩＣＴの設置目的等に照らして適切かつ効率的な評

価のためのルールを整備して、責任をもってＮＩＣＴに所属する研究者の業績評価を実

施するものとする。 
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補足 語句説明 

 

 本指針で用いる語句の意味は、以下の通りとする。 
 

評価実施主体 ・・・ 評価を実施する責任主体（評価結果の最終判断を行う者）。 
内部評価 ・・・・・評価対象である研究開発課題を実施・推進する機関が評価実施主

体となり、自ら実施する評価。 
外部評価 ・・・・・ 評価対象である研究開発課題を実施・推進する機関が評価実施

主体となり、外部の者を評価者として選任して実施する評価。 
第三者評価 ・・・・ 評価対象である研究開発課題を実施・推進する機関とは別の独

立した機関が評価実施主体となって実施する評価。 
外部専門家 ・・・・評価対象の研究開発分野及びそれに関連する分野の専門家で、評

価実施主体にも被評価主体にも属さない者。 
外部有識者 ・・・・評価対象とは異なる研究開発分野の専門家その他の有識者であり

、評価実施主体にも被評価主体にも属さない者。 
試験調査 ・・・・・ 各種観測調査、標準の維持、安全性等に関する試験調査、技術

の普及指導等相対的に定型的、継続的な業務。 
エフォート ・・・・研究専従率をいう。研究者が当該研究開発の実施に必要とする時

間の配分率（%）。研究者の年間の全仕事時間を100%とする。 
ピアレビュー ・・・同僚評価ともいう。評価対象が専門性の高い研究開発課題である

場合などに、専門性を有する同分野（或いは類似の分野）の研究

者が実施する評価。 
プログラムディレクター・・・競争的資金制度と運用について統括する研究経歴のあ

る高い地位の責任者をいう。 
プログラムオフィサー・・・各制度のプログラムや研究課題の選定、評価、フォロー

アップ等に関わる諸実務を行う研究経歴のある責任者をいう。 
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